
安心・つながりプロジェクトチーム
ヒアリング資料

豊中市／令和7年（2025年）7月2日

①小学校区を単位とした地域自治（地域づくり）の取組み

②ヤマト運輸や郵便局と連携した見守り体制の整備

～ 豊中市の取組みについて ～
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第６回プロジェクトチーム
　　　　 　資料１



① 地域自治（地域づくり）の取組み

豊中市市民協働部地域連携課
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豊中スタイル「地域自治組織」について
～小学校区を単位とした地域自治（地域づくり）の取組～

●豊中市では、平成24年（2012年）4月に豊中市地域自治推進条例を施行し、
複雑化する地域課題に対して、小学校区にある様々な団体が個別に専門分野
のことを話し合っていただくこれまでの形ではなく、専門性をもった団体の
みなさんがひとつのテーブルに座って話し合っていただく「地域自治組織」
の取組みを進めています。

●地域自治組織の検討及び活動では、市職員が伴走しながら、地域のみなさん
が中心となって、それぞれの地域の特色にあった手法で、時代にあった地域
づくりを進め、地域が活性化していくことを大切にしています。
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地域連携課

段 階 市の支援

ステップ１
(気運形成段階)

●出前講座、地域自治説明会
●地域力診断（地域カルテ作成）
※人口などの基礎データ、防災
・福祉などの分野別情報、地
域住民が日頃から感じている
コミュニティ情報を集約

●校区内事業者ヒアリング
※関係人口の創出として、地域
活動への参画状況や意向につ
いて聞き取り

●ワークショップ｢地域の大会議｣

ステップ２
(検討段階)
(準備段階)

●検討会への助成金
・最大30万円（3年まで）
・会議や広報などの活動に活用

●住民アンケート実施の支援
・地域課題、住民ニーズを探り、
地域自治組織の事業に反映

・全戸配布に加え、QRコードに
よるデジタル対応も取入れ

●交付金ルールのレクチャー
●地域自治組織設立にかかる書類
作成フォロー

ステップ３
(初期段階)
(発展段階)

●地域自治組織への交付金
・年間最大300万円
・校区ごとに上限あり
・地域の課題解決の活動に活用

●総会、役員会、運営委員会での
事業運営に関する助言

●地域づくり活動計画作成のため
の助成金
・最大20万円（3年まで）
・会議や印刷などに活用

地
域
自
治
の
イ
メ
ー
ジ
図

≪思い・考えのシェア≫
・自分からは見えていない問題が出てきてハッとさせられた。
・自分の近所以外のことは知らないことが多いと気が付けた。
・人の気持ちはそれぞれと言うが、自分とほぼ同じ意見の人がいた
のでうれしかった。

≪今後への期待感≫
・地域のことを大切に思い良くしていきたいと考えている方とお話
できて良かった。

・色々な想いを集めてより良い地域を残せたらと思う。
・地域づくりに協力的な人が多く少し安心した。
≪参加者の拡充≫
・他にもいるはずだと思うのでそういう方々に参加していただくに
はどうしたらよいか考えたい。

・今まで参加したことのない方々も気軽に参加していただけたら。
・もっと若い人も集まってもらえる会になると良いな。
・色々な分野、年齢層の参加が望まれる。

地域のことを一番良く知る住民が、必要な取組みを
話し合い、協力しながら進めるひとつの手法が豊中
スタイル「地域自治組織」

全市一斉の取組みではなく、
地域のペースに合わせてサポート

誰もが参加可能
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地域自治組織の設立状況（R7.7.2時点）
12/41校区（約3割）で結成   
現在、4校区が検討会活動中
（いずれも令和8年度設立予定）

≪きっかけ≫
・大規模災害への不安（地域防災力の強化）
・コロナ禍で希薄になった地域コミュニティ
の立て直し

・小中一貫教育の推進にかかる校区再編など

≪成果（ヒアリング結果）≫
・事業資金の充実
・広報誌の全戸配布により校区住民に情報共有
・地域の結束力の強化、緩やかな見守り
・人材の発掘（大学生や子育て世代の参加）など

≪好事例≫
・住民アンケートの際、活動に協力したいと25名の方が名乗り出られた。
・会員ではなく、都合に合わせて参加できる「サポーター制度」の導入で体制が充実。
・みんなで考えて、防災マニュアルや防災マップを作成。以降、防災訓練で検証し更新。
・設立した校区のクチコミで、複数校区から地域自治の説明が聞きたいとの問合せ。
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②-1 ICT見守りサービス事業について

豊中市福祉部長寿安心課

5



ひとり暮らし等の高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう自立支援を図ることを目的に

令和４年３月に事業を開始
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LED電球と通信機能が一体となった「ハローライト」を使った見守りサービス

１．ＩＣＴ見守りサービス事業概要

【内容】

・ 電球の点灯／消灯の動きが24時間に一度もない場合、

事前に設定した連絡先にメールで異常を通知

・ 通知先から依頼があれば、

ヤマト運輸のスタッフが設置先を代理訪問し、状況を確認

【対象者】 豊中市内在住の65歳以上のひとり暮らしの方

【利用料】 無料 （全額市負担）

【委託業者】 ヤマト運輸株式会社

【予算額】 18,279千円 （令和7年度）



２．ＩＣＴ見守りサービス事業の実績・効果・課題

設置台数：916台（令和7年3月末時点）

ひとり暮らし高齢者は年々増加

ICT見守りサービス利用者も増加傾向（月平均33件申請）

身寄りのない高齢者も利用しやすい環境の整備

豊中市身寄りのない高齢者支援事業補助制度を創設

高齢者および家族の安心効果①

民生・児童委員等の地域の見守り活動を行っている人や職員の安否確認業務の負担軽減効果②

身寄りのない高齢者が利用しにくい課題

・異常メールの通知を受け、駆けつけると熱中症で倒れていた。救急車を呼び命を救うことができた。
・電話がつながらず代理訪問で確認してもらったところ、病院に入院していることがわかった。

・代理訪問で状況を確認するが、応答がないため消防・警察を要請。腰が痛く動けず、救急車で搬送。
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３．ＩＣＴ見守りサービスの拡充 ～身寄りのない人の支援～

緊急連絡先が必須のため、身寄り
のない高齢者が申し込みにくい

課題

豊中市身寄りのない高齢者支援事業補助制度を創設
ICT見守りサービス利用時の緊急連絡先の確保や終活等の相談に要する費用を補助金として交付

【実施内容】
・ 緊急連絡先の確保が難しい人に、ICT見守りサービスの利用に際して必要な緊急連絡先の確保などの支援にかかる費用を
補助金として交付

・ 終活等の相談、異常通知受信時の対応（関係者確認・救急要請など）、機器撤去の立ち会いなどのサービスにかかる費用に
ついても補助

【対象者】市内に居住し、ICT見守りサービスの利用を希望する65歳以上のひとり暮らし高齢者で、
ICT見守りサービスの利用にあたり、緊急連絡先として登録できる親族・後見人等がいない人

【補助上限額】初期費用11,000円、月額利用料550円、ICT見守り機器撤去立ち会い費用3,300円を上限に市が負担

NEW 令和7年8月開始予定

民生・児童委員やケアマネジャーが緊急連絡先となっているが、負担が大きい

緊急連絡先の親族（兄弟）も高齢者で、
異常時に連絡してもが入院などで連絡がつかない場合もある

身寄りがなく緊急連絡先の確保ができず、申請ができない人もいる
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②-2 郵便局と連携した見守り体制について

豊中市福祉部長寿安心課
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日本郵便株式会社との連携による高齢者等見守り体制

郵便局と連携した見守り体制
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郵便局と連携した見守り体制

地域見守り活動として業務中の気づきを制度や相談機関につなぐ

・郵便物が溜まって
いる等の気づきを市
に連絡。
・市が安否確認対象
者に関わる情報を収
集し、関係機関とも
連携し安否確認を実
施。

●安否確認ホットライン ●地域包括支援センター
障害者相談支援センター
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郵便局と連携した見守り体制（その他事業協力）

市内４か所の郵便局で
ステッカー販売の協力。

・事業周知協力
チラシ等を各郵便局で配架

●見守りステッカー配付事業 ●その他の協力
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